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◎   会 の う ご き

○   諸 会 議 の 経 過

◇   理 事 会

４月４日、全国都市会館において理事会を開催した。

    赤崎会長あいさつの後、町村文部科学大臣から教育改革について講演があ

り、活発な意見交換を行った。

 次いで議事に入り、秋本事務総長から①諸会議の開催状況等、②各支部市

長会議の開催予定、③市長の就退任及び逝去、④特別区区長の本会への加入、

⑤災害救助法の適用、⑥事務局人事等について報告があり、これらを了承し

た。

なお、この会議に先立ち正副会長会議を開催し、理事会の運営等について

協議した。

（担当：企画調整室）

◇   医 療 ・ 介 護 問 題 連 絡 会 議

　　医療保険制度の一本化への実現及び介護保険制度の円滑な運営の確保は、

本会の重要課題であり、関係者に対し従来以上に積極的に働きかけていく必

要があることから、赤崎会長をはじめ、社会文教分科会担当副会長、社会文

教分科会委員長、国民健康保険対策特別委員会及び介護保険対策特別委員会

の委員長が集まり、４月４日、全国都市会館において、医療・介護問題連絡

会議を開催した。

　　会議では、赤崎会長のあいさつの後、秋本事務総長から本連絡会議の開催

趣旨、介護保険及び医療保険制度改革の現状と本会の取組みについて報告を

行うとともに、意見交換を行った。また、今後の対応については、政府・与

党に対し強力に運動を展開していくこととし、必要に応じ会議を開催するこ

ととした。

                                                 （担当：社会文教部）

◇ 　 国 民 健 康 保 険 対 策 特 別 委 員 会

　　４月４日、麹町会館･エメラルドにおいて、国民健康保険対策特別委員会（委

員長･松尾高知市長）を開催した。

　　まず、委員長あいさつの後、厚生労働省の宮島国民健康保険課長から 「医

療制度改革の課題と視点並びに社会保障改革大綱」について説明を聴取する

とともに、医療保険制度に関する意見交換を行った。
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　　続いて、事務報告を行った後、今後の運営等について協議した結果、平成

14 年度に予定されている医療保険制度の抜本改革に対応するため、当面、厚

生労働省高齢者医療制度等改革推進本部が取りまとめ公表した「医療制度改

革の課題と視点」について国保中央会及び全国町村会とも連携を取り、問題

点等の検討を行い、本年６月に開催予定の全国市長会議に併せ、委員会を開

催し、必要な対応を協議することとした。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （担当:社会文教部）

◇ 　 全 国 雪 寒 都 市 対 策 協 議 会 役 員 会 ･ 総 会

　　４月４日、全国都市会館において、全国雪寒都市対策協議会（会長･佐々木青森市長）

役員会及び第 34 回総会を開催した。

　　役員会においては、第 34 回総会の議事運営等について協議した。

総会においては、副会長の本田十日町市長あいさつの後、来賓の国土交通

省の坂山大臣官房審議官並びに見波道路局道路防災対策室長からそれぞれあ

いさつがあった。

　　引き続き、副会長の本田十日町市長が議長となり議事に入り、会務報告、

平成 12 年度収支計算を承認した後、平成 13 年度事業方針並びに収支予定計

算を決定した。

　　次いで、｢雪寒地帯対策の充実強化に関する要望(案)｣について審議した結

果、これを原案どおり決定し、関係方面に要望することとした。

　　また、役員の補充について協議した結果、理事に河瀬敦賀市長を選任した。

（担当：経済部）

◇   水 産 都 市 協 議 会 役 員 会 ・ 総 会

　　４月４日、全国都市会館において、水産都市協議会（会長・黒見境港市長）

役員会及び第 25 回総会を開催した。

　　役員会においては、第 25 回総会の議事運営等を中心に協議を行った。

　　総会においては、副会長の久野三浦市長あいさつの後、来賓の渡辺水産庁

長官並びに総務省自治財政局調整課の大村課長補佐からそれぞれあいさつが

あった。

　　次に、水産庁の山川漁政課長から水産行政をめぐる諸情勢について説明を

聴取した。

　　 引き続き、副会長の久野三浦市長が議長となって議事に入り、会務報告、

平成 12 年度収支決算を承認した後、平成 13 年度運営方針並びに収支予算を
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決定した。

　　次いで、「水産施策等の充実強化に関する要望（案）」について審議の結果、

これを原案どおり決定し、関係方面に要望することとした。また、役員の改

選を行い、現役員の留任と欠員の副会長１名に今野相馬市長、理事５名に川

口両津市長、金原蒲郡市長、河上熊野市長、江守舞鶴市長、野村萩市長、高

橋八幡浜市長、監事１名に戸本焼津市長を選任した。

　　最後に、有明海再生に向けての総合的対策について小宮柳川市長から提案

があり、関係方面へ要望することとし、文言については会長一任とすること

で了承された。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 担当：財政部、経済部）

◇   各 支 部 ・ 都 道 府 県 市 長 会 事 務 局 長 等 連 絡 会 議

４月５日、全国都市会館において、各支部・都道府県市長会事務局長等連

絡会議を開催した。

秋本事務総長あいさつの後、事務局次長及び各室部長からそれぞれ所管す

る当面の重点事項を中心に説明があり、意見交換を行った。

なお、前日、日本都市センター会館において、各支部・都道府県市長会事

務局長と本会事務局との懇談会を開催した。

（担当：企画調整室）

○   全 国 都 市 税 財 政 主 管 者 研 修 会 の 開 催 に つ い て

本会では、来る５月 17 日（木）、18 日（金）の２日間、シェーンバッハ・

サボー利根（砂防会館別館）において、全国各都市の財政・税務主管者を対

象に、税財政全般にわたる問題点、運用方法、今後の課題等を中心とした研

修会を下記日程により開催いたします。各市ご担当者の多くの方々にご参加

をいただきますようお願いいたします。

なお、申込締切は４月 27 日（金）となっております。

記

平成 13 年度全国都市税財政主管者研修会日程

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  平成 13年５月 17 日（木）～18 日（金）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    シェーンバッハ・サボー利根(砂防会館別館）
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時 　 　 間 演 　 　 題 講 　 　 師

10:00～ 10 : 0 5  開会あいさつ 全 国 市 長 会 事 務 総 長

秋 　 本 　 敏 　 文

10:05～ 11 : 0 0 「地方分権と地方行財政の諸問題」（仮題） 総 務 事 務 次 官

嶋 　 津 　 　 　 昭 　 氏

11:00～ 12 : 0 0 「地方財政の運営と課題」（仮題） 総務省自治財政局

（ 調 整 中 ）

休 　 　 　 憩

13:30～ 14 : 3 0 「新世紀、地域の真価が問われる時」
プロデューサー／エッセイスト

残 　 間 　 里 江 子 　 氏

14:30～ 15 : 3 0 「我が国の財政の現状等」（仮題）
財務省主計局調査課長

枝 　 廣 　 直 　 幹 　 氏

５

月

1 7

日

（木）

15:40～ 16 : 4 0 「電子自治体の推進について」（仮題）
総務大臣官房総括審議官

林 　 　 　 省 　 吾 　 氏

10:00～ 11 : 0 0 「地方税制の展望と課題」（仮題）
総務省自治税務局長

石 　 井 　 隆 　 一 　 氏
５

月

1 8

日

（金）
11:00～ 12 : 3 0 「これからの日本経済」（仮題）

東 京 財 団 会 長・

（ 社 ） ソ フ ト 化 経 済 セ ン タ ー 理 事 長

日 　 下 　 公 　 人 　 氏

（注）講師等については、都合により変更することがあります。

（担当：財政部）

◎   少 子 化 へ の 取 組 み に つ い て の 全 国 キ ャ ン ペ ー ン

  内閣総理大臣主宰の少子化への対応を推進する国民会議として取組んで

まいりました「少子化への取組みについての全国キャンペーン」の標語・シ

ンボルマークが下記のとおり決定（内閣総理大臣賞受賞作品）しましたので

お知らせいたします。

    今後、国民会議では、決定された標語・シンボルマークを活用してポスタ

ー・パンフレットを作成・配布するとともに、今後の国民会議等の活動を含

め、少子化への取組みについての幅広い広報活動の中で使用することを予定

しています。

  標語

「 育 つ 子 と 育 て る 親 に 夢 あ る 社 会 」
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  シンボルマーク

    

  連絡先：厚生労働省雇用均等・児童家庭局

           総務課 少子化対策企画室

           電  話  03－3595－ 2493     F A X  03－3595－ 2669

◎   ４ 市 に 災 害 救 助 法 が 適 用 さ れ る

    平成 13 年芸予地震により多くの被害が生じた４市に災害救助法が適用さ

れました。

    被災地の皆様に心からお見舞い申し上げます。

    広島市（広島県）３月 24 日付、呉 市 （ 広 島 県 ）        ３月 24 日付、

    三原市（広島県）３月 24 日付、今治市（愛媛県）３月 24 日付

                                                       （担当：総務部）

◎   市 長 の 選 挙

（選挙日） （市  名）  （市 長 名） （当 選 回 数）

  4 月 8 日 福 島 県 郡 山 市    藤 森  英  二 三   選

  4 月 8 日 東 京 都 小 平 市    前 田  雅  尚 三   選

  4 月 8 日 茨 城 県 結 城 市    平 塚     明 再選（4 月 1 日無投票）

（担当：総務部）

◎   速 報 の 発 行

   ４月３日 （第５号） 「地方公共団体におけるペイオフ解禁への対応方

策研究会」とりまとめの送付について

（担当：総務部）

◎   行 事 予 定

 月   日     時   間            会    議    名                  所   管         場    所

４月 25 日   1 4： 30     国 立 公 園 関 係 都 市 協 議 会 役 員 会     社 会 文 教 部     鳥 取 市      

           15： 00     国 立 公 園 関 係 都 市 協 議 会           社 会 文 教 部     鳥 取 市      

                      平 成 13 年 度 定 期 総 会
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５月 10 日   14： 00     温 泉 所 在 都 市 協 議 会 幹 事 会          財   政   部     全 国 都 市 会 館

                                                                       第 3 会 議 室      

                                                   （担当：企画調整室）

※  「会報」の情報は全国市長会のホームページ（メンバーズページ）でもご覧いただけます。


